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岩手県東日本大震災津波復興計画 復興実施計画（第２期）（２次案） 意見等を踏まえた主な変更点 

 

Ⅰ 第１ 第１期実施計画の取組の総括 関連 （Ｐ２～５） 

 

№ 頁数 行数等 素案又は１次案の内容 ２次案の内容 変更理由 

１ 

Ｐ２ 

 

１ 全体の概要 

 

 

 

3～10 行目 

【素案】 

第１期は、被災地域の復旧・復興の第一歩となる緊急

的な取組を重点的に進めるとともに、本格的な復興に向

けた復興基盤の構築のための各種施策を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１期実施計画の構成事業の第１期末目標に対する

進捗は、605 指標中、進捗率が 80％以上の指標が 81.3％

（492 指標、実質的進捗率※は 93.1％（563 指標））と、

概ねの目標は達成できたものの、≪以下略≫ 

 

第１期は、被災地域の復旧・復興の第一歩となる緊急

的な取組を重点的に進めるとともに、本格的な復興に向

けた復興基盤の構築のための各種施策を実施した。 

その結果、「『安全』の確保」については、生活環境に

支障のある災害廃棄物の処理は完了（見込）し、都市再

生区画整理事業や防災集団移転促進事業などの復興ま

ちづくり（面的整備）事業は、事業を予定するほぼ全て

の地区で事業認可や大臣同意が得られた。 

また、「『暮らし』の再建」については、平成 25 年 12

月末現在、県と市町村が整備する災害公営住宅 6,038 戸

のうち、3,594 戸（59.5％）の用地を取得し事業を進め

ているほか、「『なりわい』の再生」については、県内全

ての魚市場が再開して、水揚量は平年の約７割まで回復

し、被災事業所も、一部再開を含め、約８割が事業を再

開するなど、被災から３年が経過する中、基盤復興に向

けた取組は着実に進展した。 

 

第１期実施計画の構成事業の第１期末目標に対する

進捗は、605 指標中、進捗率が 80％以上の指標が 81.3％

（492 指標、実質的進捗率※は 93.1％（563 指標））と、

概ねの目標は達成できたものの、≪以下略≫ 

○復興委員会等でいただいた

「復興の加速化に向けた共通

的課題（人材の確保、財源の確

保、用地の確保等）の解消につ

いて、総力をあげて実施してい

くという力強い意気込みをも

う少し強く意識してはどうか」

等との意見を受け、以下のとお

り記述を追加。 

 

 

①「第１ 第１期実施計画の取

組の総括」部分に、全般的な復

興の進み具合と、用地確保の課

題に関する記述を追加。 

 

 

②「第２ 第２期実施計画の考

え方 ５ 復興の推進におけ

る共通的課題への対応」におい

て、共通的課題克服に向けた姿

勢を明確にするよう記述を追

加（本資料Ｐ４№３参照）。 Ｐ３ 

 

２ ３つの原則

ごとの進捗状況

と課題 

（１）安全の確

保 

12～14 行目 

【素案】 

これは、復興まちづくり計画との調整や関係機関など

との協議に時間を要するなどして、進捗に遅れが生じて

いる事業があるためである。 

 

これは、各地域の復興まちづくり計画との調整や関係

機関などとの協議に時間を要し、進捗に遅れが生じてい

る事業があるためである。また、事業用地には相続未処

理や多数共有地などが多くあることから、事業用地の確

保が難航し、更に遅れが生じることが懸念される。 

資料２-１ 
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№ 頁数 行数等 素案又は１次案の内容 ２次案の内容 変更理由 

２ 

P２ １ 全体の概要 

 

16～20 行目 

【1 次案】 

第１期実施計画の構成事業の第１期末目標に対する

進捗をみると、605 指標中、進捗率が 80％以上の指標

が 80.5％（487 指標、実質的進捗率※は 92.9％（562

指標））と、概ねの目標は達成できたものの、「『安全』

の確保」の原則の構成事業を中心に、各地域の復興まち

づくり計画との調整や関係機関などとの協議に時間を

要するなどしたために、進捗に遅れが生じている事業が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような遅れを解消し、復興を迅速に進めていくた

めには、復興を担う人材の確保や、復興財源の確保と自

由度の高い財源措置、事業用地の円滑かつ迅速な確保へ

の取組が必要である。これらの対応については、県と市

町村が連携し、国に対して具体的な提案・要望を実施す

る必要がある。 

第２期においては、これまでの成果を土台に復興まちづ

くりを進めるため、防潮堤などの海岸保全施設、医療施

設や学校施設などのハード面の早期復旧・整備のほか、

恒久的住宅や宅地の確保、産業の復興に合わせた長期・

安定的な雇用の創出と人材育成が必要である。 

 

第１期実施計画の構成事業の第１期末目標に対する

進捗をみると、605 指標中、進捗率が 80％以上の指標

が 80.5％（487 指標、実質的進捗率※は 92.9％（562

指標））と、概ねの目標は達成できたものの、「『安全』

の確保」の原則の構成事業を中心に、各地域の復興まち

づくり計画との調整や関係機関などとの協議に時間を

要するなどしたために、進捗に遅れが生じている事業が

ある。 

一方で、復興に関する意識調査や復興ウォッチャー調

査などの結果を見ると、県民が十分に復興の実感を得ら

れていない状況にある。これは、防潮堤の整備、災害公

営住宅の建設など、今後、ピークを迎える本格復興の主

要な取組について、未だ復興を実感できる程度まで事業

が進捗していないことや、応急仮設住宅での生活の長期

化、復興まちづくりと合わせた商店街の再建が本格的に

進んでいないことなどが背景にあると考えられる。 

復興を迅速に進めていくためには、復興を担う人材の

確保や、復興財源の確保と自由度の高い財源措置、事業

用地の円滑かつ迅速な確保への取組が必要である。これ

らの対応については、県と市町村が連携し、国に対して

具体的な提案・要望を実施する必要がある。 

第２期においては、これまでの成果を土台に復興まち

づくりを進めるため、防潮堤などの海岸保全施設、医療

施設や学校施設などのハード面の早期復旧・整備のほ

か、恒久的住宅や宅地の確保、産業の復興に合わせた長

期・安定的な雇用の創出と人材育成が必要である。 

 

 

 

 

 

 

○パブリックコメント等で、

「復興に向けた取組が遅れて

いる」、「復興に向けた取組を迅

速に進めるように」等との意見

を受け、事業の進捗状況と復興

の実感の関係について、県の認

識に係る記述を追加。 

 

 

 

 

※素案の段階で、復興委員会等

において、「第１期実施計画の

進捗率と被災者の実感の関係」

について意見をいただいてお

り、パブリックコメント等での

意見等も踏まえた上で、内容の

修正を検討していたもの。 
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Ⅱ 第２ 第２期実施計画の考え方 関連 （Ｐ６～１６） 

 

№ 頁数 行数等 素案又は１次案の内容 ２次案の内容 変更理由 

１ 

Ｐ６ 

 

 

 

 

１ 第２期実施

計画の取組方向 

 

17～22 行目 

【１次案】 

計画の推進に当たっては、復興の実現に向けて、いわ

て県民計画第２期アクションプラン等に掲げる施策と

の連携の下、沿岸・内陸一体となった経済・地域振興に

より復興の加速化を図っていく。 

 また、国において進める「新しい東北」先導モデル事

業※との連携や、民間、NPO が実施する取組との協調に

より、官民協働により多様な力を結集し、オール岩手・

オールジャパン体制で取組を推進する。 

 

 

 

（削除） 

○実施計画の推進の仕方につ

いて、内容を充実させ、後段で

新たに項目立てるため、当該頁

からは削除。 

 

Ｐ16 ６ 第２期実施

計画の推進 

 

１～12 行目 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

６ 第２期実施計画の推進                           

 第２期実施計画の推進に当たっては、復興の実現に向

けて、いわて県民計画第２期アクションプラン等に掲げ

る施策との連携の下、沿岸・内陸一体となった経済・地

域振興により復興の加速化を図っていく。 

 また、若者との意見交換会や、岩手県東日本大震災津

波復興委員会に新設する「（仮称）女性参画推進専門委

員会」での意見・提言を必要な復興施策に反映し、これ

まで以上に若者や女性の活躍を促進するなど、あらゆる

世代、性別の方々の幅広い参画により復興の取組を促進

していく。 

 さらに、国において進める「新しい東北」先導モデル

事業※との連携や、民間、NPO が実施する取組と協調す

るなど、官民協働による多様な力を結集し、オール岩

手・オールジャパン体制で取組を推進する。 

 なお、それぞれの被災市町村における復興状況に配意

していく必要がある一方、現時点において国の集中復興

期間後の財源フレームや施策の在り方が明らかになっ

ておらず、それらの今後の状況を十分に踏まえ、適宜、

必要な取組の追加など柔軟に推進していくものとする。 

○パブリックコメント等で寄

せられた、「若者・女性の参画

による復興に向けた取組の促

進」や、「地域の実情に応じた

復興推進のために、県と市町村

の一層の連携が必要」「財源の

不安」「地域ニーズへの対応」

等との意見を受け、新たに項目

立て、第２期実施計画の推進に

おける県の考え方を示すもの。 

 

○Ｐ６の削除した内容に、以下

の２点の記述を追加。 

 

①重視する３つの視点の進め

方について、若者や女性の意見

を幅広く取り入れて議論して

いくこと。 

 

②各市町村で復興の進捗具合

が異なることへ配慮し、柔軟な

取組の推進を行うこと。 



4 

№ 頁数 行数等 素案又は１次案の内容 ２次案の内容 変更理由 

２ 

Ｐ7 

 

２ 第２期実施

計画を進めるに

当たって重視す

る視点 

（１）参画 

 

22～23 行目 

【素案】 

本格復興を進めていく上で、住民一人ひとりが復興の

主役となって、復興まちづくりや地域コミュニティの再

生、地域の産業の再建などに取り組んでいくことが重要

であり、特に次世代を担う若者や女性をはじめとした地

域住民が復興に参画し、活躍できる地域づくりを推進し

ていく。 

 

本格復興を進めていく上で、住民一人ひとりが復興の

主役となって、復興まちづくりや地域コミュニティの再

生、地域の産業の再建などに取り組んでいくことが重要

であり、地域住民と行政、更には地域の関係者等が相互

に意見交換を行う場を積極的に設けながら、特に次世代

を担う若者や女性をはじめとした地域住民が復興に参

画し、活躍できる地域づくりを推進していく。 

○復興委員会等でいただいた

「行政と地元の住民が信頼感

を持ち、対話しながら復興を進

めていくことが大切」、「地域の

人たちがどう再生するか、地域

の内側からしっかり議論する

ことが必要」等との意見を受

け、重視する視点の「参画」の

説明部分に、行政と住民、及び

地域の関係者同士の意見交換

に関する記述を追加。 

 

３ 

Ｐ15 

 

５ 復興の推進

上の共通的課題

への対応 

 

12～14 行目 

【素案】 

これまで、第１期実施計画に基づき各事業が推進さ

れ、第 1 期実施計画が目指す復興基盤づくりの多くの指

標は達成された。 

 

≪略≫ 

 

第２期実施計画では、第１期における復興の基盤づく

りの成果に立って、「暮らし」と「なりわい」を支える

安全な復興まちづくりを概成させるほか、被災者一人ひ

とりが安心して心豊かに暮らせる生活環境を実現する

とともに、復興まちづくりと一体となった産業を再生す

るなど、本格的な復興の実現を目指していくが、被災者

の期待に応え一層の復興の加速化に向けて、次の３つの

課題を克服しながら、被災者が復興の歩みを実感できる

ようにしていくことが必要である。 

 

これまで、第１期実施計画に基づき各事業が推進さ

れ、第 1 期実施計画が目指す復興基盤づくりの多くの指

標は達成された。 

 

≪略≫ 

 

このため、第２期実施計画では、第１期における復興

の基盤づくりの成果に立って、「暮らし」と「なりわい」

を支える安全な復興まちづくりを概成させるほか、被災

者一人ひとりが安心して心豊かに暮らせる生活環境を

実現するとともに、復興まちづくりと一体となった産業

を再生するなど、本格的な復興の実現を目指していく。 

しかしながら、次に掲げる３つの課題が解決されなけ

れば、復興を計画どおりに推進することは困難であるこ

とから、国・地方の総力を挙げて当該課題を克服し、被

災者の期待に応え、被災者が復興の歩みを実感できるよ

う復興の一層の推進を図っていく必要がある。 

 

 

 

○復興委員会等でいただいた

「復興の加速化に向けた共通

的課題（人材の確保、財源の確

保、用地の確保等）の解消につ

いて、総力をあげて実施してい

くという力強い意気込みをも

う少し強く意識してはどうか」

等との意見を受け、共通的課題

克服に向けた姿勢を明確にす

るよう記述を追加（本資料Ｐ１

№１関連）。 
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Ⅲ 第３ 第２期実施計画の施策  

 

１  復興に向けた３つの原則に基づく具体的取組  （Ｐ２７ ～ １１２） 

 

（１） 事業数 

      事業数 ３３２事業（１次案から５事業増）  うち新規・一部新規３６事業 

 

（２） 追加事業 

パブリックコメント等を受けて、沿岸地域の砂浜を生かした観光振興、水産業をはじめとした産業振興、女性の参画などに関連する事業を追加。 

分野 № 事業名 
事業 

主体 
事業概要 

実施年度 

～H25 H26 H27 H28 H29～ 

防災のまちづ

くり 

21 海岸保全施設等整備事

業（養浜） 

県 東日本大震災津波により流失した海水浴場の養浜 

・対象：陸前高田市（高田地区海岸） 

     

生活・雇用 21 被災地域就業支援事業 県 企業の人材育成担当者向けセミナー等を行い、人材確保支援を実施 

・セミナー回数：５回 

     

水産業・農林業 7 浜のコミュニティ再生

支援事業 

県 漁家女性等の活動再開を促すとともに、生きがいの創生を通じて、

女性等の力による浜の賑わいやコミュニティの再生を支援 

・浜料理選手権の開催回数：1 回 

・対象：沿岸 12 市町村 

     

25 いわて水産ブランド輸

出促進事業 

県 県産農林水産物の輸出の回復に向けて、水産物輸出の拡大が見込ま

れる新規市場調査のほか、現地バイヤーを対象とした商談会の開催

や産地招聘等を実施 

・新規市場開拓数：２件 

     

51 いわて農林水産業６次

産業化促進事業 

県 6 次産業化を通じて本県農林水産業の復興を加速するため、農協や

漁協等が取り組む 6次産業化の推進体制の整備やマーケティング活

動等を支援 

・６次産業化に取り組む生産者団体への支援件数：１０件 

     

観光 8 海岸保全施設等整備事

業（養浜）（再掲） 

県 東日本大震災津波により流失した海水浴場の養浜 

・対象：陸前高田市（高田地区海岸） 

     

    

※ ２次案で、新たに追加された事業は６事業であるが、生活・雇用分野の「市町村緊急雇用創出事業」については、同分野の「緊急雇用創出事業」に統合した

ため、総事業数は、１次案から５事業増加した３３２事業となる。 

  なお、素案から１次案への移行の際には、事業数に変動はない。 
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  （３） 事業概要等を修正した事業 

 

№ 分野 事業名 素案の内容 １次案の内容 変更理由 

１ 

防災のま

ちづくり 

№7：被災地域情報化推進事業 ○事業概要 

被災市町村が抱える課題を情報通信技術（ICT）

を利活用して効率的・効果的に解決する取組に

対する支援 

○事業概要 

超高速ブロードバンドやテレビ、ラジオの情報

通信基盤の整備などをはじめ、被災市町村が抱

える課題を情報通信技術（ＩＣＴ）を利活用し

て効率的・効果的に解決する取組に対する支援 

○復興委員会等でいただいた

「災害時においては、ラジオか

らの情報を頼りにしている方

が多いことから、難聴地域の解

消に向けた取組が必要ではな

いか」等との意見を受け、事業

概要に記述を追加したもの。 

 

※従前から、ラジオの情報通信

基盤整備も事業に含まれてい

たもの。 

 

２ 

生活 

・ 

雇用 

№7：生活再建住宅支援事業 

・被災住宅改修支援事業 

№8：生活再建住宅支援事業 

・被災宅地等復旧支援事業 

№14：住宅復興支援事業 

・災害復興再建住宅建設促進事業 

№15：住宅復興支援事業 

・災害復興再建住宅融資利子補給

事業 

 

※ 事業実施期間は平成 28 年度までとされて

いたもの 

※ 事業実施期間を平成 30 年度までに延長し

たもの 

○復興委員会等でいただいた

「生活再建住宅支援等の事業

の実施期間について、住宅再建

の状況に合わせて、平成 30 年

度まで延長してはどうか」等と

の意見を受け、事業実施期間を

延長したもの。 

 

３ 

商工業 №39：国際リニアコライダー

（ILC）推進事業 

・プロジェクト研究調査事業

（ILC） 

○事業概要 

東北の産業復興に向けて、ILC を核とした研究

拠点の形成や関連産業の集積、海外研究者受入

のための環境整備など ILC 建設に係る課題につ

いて調査研究を進めるとともに、県内の誘致気

運を醸成 

○事業概要 

東北の産業復興に向けて、ILC を核とした研究

拠点の形成や関連産業の集積、海外研究者受入

のための環境整備など ILC建設に係る課題につ

いて調査研究を進めるとともに、国民的理解を

増進 

 

○復興委員会等でいただいた

「誘致機運の醸成ではなく、建

設実現に向けた取組をお願い

したい」等との意見を受けたも

の。 
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（４） 目標値を修正した事業 

  

①  上方修正 

№ 頁数 事業名 １次案の内容 ２次案の内容 変更理由 

１ 防災のま

ちづくり 

№2：多重防災型まちづくり推進

事業・復興まちづくり支援事業 

・アドバイザーの派遣地区数：19 地区 ・アドバイザーの派遣地区数：22 地区 ・被災地のニーズの増加に対応

したもの 

２ 

№17：東日本大震災社会資本復

旧事業・河川等災害復旧事業 
・災害復旧事業完了箇所：24 箇所 

 （全体：593 箇所/１期：569 箇所） 

・災害復旧事業完了箇所：25 箇所① 

 （全体：587 箇所②/１期：562 箇所） 

①第１期期間中に実施中の事

業を次年度に繰り越したもの 

②他事業へ変更したもの 

３ 交通ネッ

トワーク 

№3：東日本大震災社会資本復旧

事業・港湾災害復旧事業 

・港湾機能の復旧完了：２港 

 （全体：６港/１期：３港） 

・港湾機能の復旧完了：３港 

 （全体：６港/１期：２港） 

・第１期期間中に実施中の事業

を次年度に繰り越したもの 

４ 生活・雇

用 

№14：生活再建住宅支援事業・

災害復興住宅新築支援事業 

・バリアフリー対応工事：900 戸 

・県産材使用工事：450 戸 

・バリアフリー対応工事：1,300 戸 

・県産材使用工事：600 戸  

・被災地のニーズの増加に対応

したもの 

５ №22：事業復興型雇用創出事業 ・助成対象労働者数：3,490 人 ・助成対象労働者数：3,500 人 ・目標値を精査したもの 

６ 保健・医

療・福祉 

№10：児童福祉施設等災害復旧

事業 
・保育所、児童館等の復旧：6 箇所 ・保育所、児童館等の復旧：10 箇所 

・平成 29 年度以降の事業実施

予定分を前倒ししたもの 

７ 地域コミ

ュニティ 

№10：「いわて三陸復興のかけ

橋」推進事業 

・ポータルサイト等アクセス数：360,000 ｱｸｾ

ｽ 

・ポータルサイト等アクセス数：540,000 ｱｸｾ

ｽ 

・事業期間の延伸によるもの 

８ №11：多様な主体の連携による

地域コミュニティ支援事業 

・ＮＰＯ等による復興支援事業 

・助成事業数：60 件 ・助成事業数：61 件 

・第１期期間中に実施中の事業

を次年度も継続して実施する

もの 

９ 水産業 

・ 

農林業 

№5：水産業経営基盤復旧支援事

業（共同利用施設） 

・整備施設数：59 箇所 

 （全体：199 箇所/１期：140 箇所） 

・整備施設数：60 箇所 

 （全体：199 箇所/１期：139 箇所） 

・第１期期間中に実施中の事業

を次年度に繰り越したもの 

10 №27：漁港災害復旧事業（漁港

施設等本復旧） 

・工事完了漁港数：22 漁港 

 （全体：31 漁港/１期：9 漁港） 

・工事完了漁港数：23 漁港 

 （全体：31 漁港/１期：8 漁港） 

・第１期期間中に実施中の事業

を次年度に繰り越したもの 

11 №29：県単独漁港災害復旧事業

（漁港施設等本復旧） 

・工事完了漁港数：22 漁港 

 （全体：31 漁港/１期：9 漁港） 

・工事完了漁港数：23 漁港 

 （全体：31 漁港/１期：8 漁港） 

・第１期期間中に実施中の事業

を次年度に繰り越したもの 

12 №31：漁業集落防災機能強化事

業 

・工事完了地区数：30 地区 

 （全体：41 地区/１期：11 地区） 

・工事完了地区数：31 地区 

 （全体：41 地区/１期：10 地区） 

・第１期期間中に実施中の事業

を次年度に繰り越したもの 

13 №59：海岸保全施設災害復旧事

業 

・海岸堤防完了延長：3,004ｍ 

 （全体：3,625ｍ/１期：621ｍ） 

・海岸堤防完了延長：3,101ｍ 

 （全体：3,722ｍ/１期：621ｍ） 

・目標値を精査したもの 

14 商工業 №1：岩手産業復興機構出資金(再

掲） 

・相談件数：150 件 

・支援件数：90 件 

・相談件数：180 件 

・支援件数：110 件 

・被災地のニーズの増加に対応

したもの 
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② 下方修正  

№ 頁数 事業名 １次案の内容 ２次案の内容 変更理由 

１ 

防災のま

ちづくり 

№12：交通安全施設整備事業 
・信号機設置等：34 基（全体：74 基） 

・標示：25 ㎞（全体 174ｋｍ） 

・信号機設置等：32 基（全体：72 基）① 

・標示：2 ㎞（全体 11ｋｍ）② 

①事業見込量の減少によるも

の 

②関係機関等との調整による

もの 

２ 

№30：多重防災型まちづくり推

進事業 

・まちづくり連携道路整備事業 

・整備完了箇所：26 箇所（全体：34 箇所） ・整備完了箇所：20 箇所①（全体：32 箇所②） 

①市町村計画との調整を踏ま

えた事業期間の延伸によるも

の 

②他事業へ変更したもの 

３ 

生活・ 

雇用 

№7：生活再建住宅支援事業 

・被災住宅改修支援事業 
・補修・改修支援：7,000 戸 ・補修・改修支援：3,400 戸 

・市町村計画との調整を踏まえ

た事業期間の延伸によるもの 

・事業見込量の減少によるもの 
４ 

№8：生活再建住宅支援事業 

・被災宅地等復旧支援事業 
・宅地復旧支援件数：1,000 件 ・宅地復旧支援件数：682 件 

５ 
№15：生活再建住宅支援事業 

・災害復興住宅融資利子補給事業 

・新築補助：150 戸 

・補修補助：200 戸 

・新築補助：130 戸 

・補修補助：110 戸 

６ 
№20：緊急雇用創出事業（事業

復興型雇用創出事業を除く） 
・新規雇用者数：4,430 人 ・新規雇用者数：4,341 人 

・目標値を精査したもの 

７ 
保健・医

療・福祉 

№30：介護サービス施設整備等

臨時特例事業（介護基盤復興まち

づくり整備事業） 

・沿岸地域の施設整備：12 箇所（年 4 箇所） ・沿岸地域の施設整備：4 箇所（H26） 

・市町村計画との調整を踏まえ

た事業期間の延伸によるもの 

８ 
地域コミ

ュニティ 

№8：障がい福祉サービス復興支

援事業（再掲） 
・専門アドバイザー派遣：240 回（年 80 回） ・専門アドバイザー派遣：150 回（年 50 回） 

・事業見込量の減少によるもの 

９ 

水産業 

・ 

農林業 

№71：防災林造成事業 ・工事完了地区数：10 地区（全体：20 地区） ・工事完了地区数：9 地区（全体：20 地区） 

・事業期間の延伸によるもの 

10 

商工業 

№15：研究開発シーズ事業化事

業 
・助成件数：20 件 ・助成件数：10 件 

・事業見込量の減少によるもの 

11 
№37：ものづくり・ソフトウェ

ア融合技術者養成事業 
・人材育成数：150 人 ・人材育成数：120 人 

・国の予算削減によるもの 

12 観光 №22：三陸観光再生事業 
・教育旅行説明会への参加：12 回 

・旅行会社等招請：9 回 

・教育旅行説明会への参加：8 回 

・旅行会社等招請：6 回 

・その他（誤謬修正） 
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２ 三陸創造プロジェクト 関連 （Ｐ113～134） 

 

№ 頁数 行数等 素案又は１次案の内容 ２次案の内容 変更理由 

１ 

Ｐ

114 

 

考え方 

 

枠内２行目 

【素案】 

東日本大震災津波により甚大な被害を受けた三陸地

域の早期の復旧、復興はもとより、長期的な視点に立ち、

将来にわたって持続可能な新しい三陸地域の創造を目

指す。 

 

東日本大震災津波により甚大な被害を受けた三陸地

域の早期の復旧、復興はもとより、長期的な視点に立ち、

多くの人々をひきつけ、多様な人材が育まれる、将来に

わたって持続可能な新しい三陸地域の創造を目指す。 

 

○復興委員会等でいただいた

「三陸創造プロジェクトのそ

れぞれのプロジェクトをつな

ぐ、共通的な取組として三陸ブ

ランドの創造を提案したい」、

「現に根付いているブランド

の力を借りながら、それを活か

すような形で展開していくこ

とが有効」等との意見や、 

 

パブリックコメント等で寄せ

られた、「三陸地域の地域資源

を生かして、交流人口の増加や

産業の振興を図るべき」等との

意見を受け、 

 

三陸創造プロジェクトの基本

的な理念を明確にしつつ、三陸

地域の魅力を端的に表現する

ため「三陸ブランド」との表記

を用い、展開の方向等に記述を

追加。 

 

 

 

６～８行目 

【素案】 

一方で、沖合に黒潮と親潮が交錯する世界有数の漁場

や、我が国を代表する優れた海岸美、海底・海中資源活

用の可能性など、「海」の資源に恵まれている。 

 

一方で、沖合に黒潮と親潮が交錯する世界有数の漁場

や、我が国を代表する優れた海岸美、海底・海中資源活

用の可能性など、「海」の資源が豊富であるとともに、

心のゆとりを実感できる三陸地域の風土のもと、人々の

粘り強さや、人と人とのつながりの中で培われた思いや

りの精神により、安らぎのある暮らしを実現していく環

境にも恵まれている。 

 

 

16～20 行目 

【素案】 

こうした三陸地域が有する背景や変化を捉え、それら

がもたらす資源や可能性を最大限に生かしながら、東日

本大震災津波により受けた甚大な被害からの復旧、復興

はもとより、長期的な視点に立ち、将来にわたって持続

可能な新しい三陸地域の創造を目指す「三陸創造プロジ

ェクト」を、第２期より具体的に推進していく。 

 

「三陸創造プロジェクト」は、長期的な視点に立った

うえで、三陸地域が持つこれらの特性と環境変化を最大

限に生かしながら、そこで展開される生き方、暮らしや

なりわいが生み出す『三陸ブランド』を確立させること

で、より多くの人々をひきつけ、さらに交流・連携を深

めることで多様な人材が育まれる将来にわたって持続

可能な新しい三陸地域の創造を目指すものである。 

 

Ｐ

121 

新たな交流によ

る地域づくりプ

ロジェクト 

 

 

 

（追加） 

展開の方向 

✦ 三陸地域が有する多様な資源を包括するブランドづ

くり 

Ｐ

122 

 

（追加） 

取組内容・時期 
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№ 頁数 行数等 素案又は１次案の内容 ２次案の内容 変更理由 

２ 

Ｐ

121 

 

 

 

 

 

新たな交流によ

る地域づくりプ

ロジェクト 

 

４行目 

【1 次案】 

展開の方向 

✦ 日本ジオパーク認定を契機とした、地域力の向上、 

三陸復興国立公園と連携した観光振興、交流人口の拡

大 

 

 

展開の方向 

✦ 日本ジオパーク認定を契機とした、地域力の向上、 

みちのく潮風トレイル等三陸復興国立公園と連携し

た観光振興、交流人口の拡大 

 

○市町村との意見交換で寄せ

られた「交流人口の増加を目指

して、みちのく潮風トレイル等

を活用した観光振興を図るべ

き」等との意見を受け、「三陸

創造プロジェクト 新たな交

流による地域づくりプロジェ

クト」に記述を追加。 

 

 

 

※ この他、第１期実施計画期間中の実績見込値や文言の整理等を実施。 


